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○ 本プラン（案）の位置付けと今後の進め方について  

 この福岡市立病院経営改革プラン（案）は，市立病院の経営改革の取り組みについて，

現在までの検討状況を取りまとめたものです。 

 今後，全体的な調整を行いながら，内容についてさらなる検討を進め，平成 21 年 3 月

までに福岡市立病院経営改革プランとして策定し，公表します。 
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Ⅰ プラン策定の背景と目的 

 

１ 背景 

（１） 公立病院改革ガイドライン 

国において，「経済財政改革の基本方針２００７」（平成１９年６月１９日閣議決定） 

を踏まえ，平成１９年１２月に「公立病院改革ガイドライン」が示された。 

地方公共団体には，このガイドラインを踏まえ，平成２０年度内に「公立病院改革プ

ラン」を策定し，公立病院の経営改革に取り組むことが求められている。 

 

◎公立病院改革ガイドラインのポイント（抜粋） 

第1 公立病院改革の必要性 
 

○ 公立病院の役割は，地域に必要な医療のうち，採算性等の面から民間医療機関による提供が困難な医

療を提供すること 

（例えば①過疎地②救急等不採算部門③高度・先進④医師派遣拠点機能） 

 

○ 地域において真に必要な公立病院の持続可能な経営を目指し，経営を効率化 

 

 

第2 公立病院改革プランの策定 
 

○ 地方公共団体は，平成２０年度内に公立病院改革プランを策定 

（経営効率化は３年，再編・ネットワーク化，経営形態見直しは５年程度を標準） 

 

○ 当該病院の果たすべき役割及び一般会計負担の考え方を明記 

 

○ 経営の効率化 

・ 経営指標に係る数値目標を設定 

１） 財務の改善関係（経常収支比率，職員給与費比率，病床利用率など） 

２） 公立病院として提供すべき医療機能の確保関係 など 

・ 一般会計からの所定の繰出後，「経常黒字」が達成される水準を目途 

（地域に民間病院が立地している場合，「民間病院並の効率性」達成を目途） 

 

○ 再編・ネットワーク化 

・ 都道府県は，医療計画の改定と整合を確保しつつ，主体的に参画 

 

○ 経営形態の見直し 

・ 人事・予算等に係る実質的権限，結果への評価・責任を経営責任者に一体化 

・ 選択肢として，地方公営企業法全部適用，地方独立行政法人化，指定管理者制度，民間譲渡を提示 
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（２） 国の医療制度改革 

現在，国においては抜本的な医療制度改革が進められており，特に医療費が増加し国

の財政を圧迫していることが問題視され，医療費適正化の観点から診療報酬全体でのマ

イナス改定が続いている。 

診療報酬は，診療行為ごとに細かく設定されており，その時々の緊急課題を踏まえた

国の医療政策を反映して個別行為ごとに引上げまたは引下げが行われるため，病院とし

ては，国の医療政策に関する情報を常時収集し，柔軟に対応する体制を構築することが

病院経営を行ううえで重要な事項となっている。 

◎近年の診療報酬改定率の推移 

改定年度 全体 本体 薬価等 

平成12 年度  ０．２０％  １．９０％ ▲１．７０％ 

平成14 年度 ▲２．７０％ ▲１．３０％ ▲１．４０％ 

平成16 年度 ▲１．００％ ０．００％ ▲１．００％ 

平成18 年度 ▲３．１６％ ▲１．３６％ ▲１．８０％ 

平成20 年度 ▲０．８２％  ０．３８％ ▲１．２０％ 

 

また，平成１５年４月に，疾病の分類別に入院医療費が決まる包括評価方式（DPC；

Diagnosis Procedure Combination）が導入され，より良質な医療を効率的に提供し

ていく取り組みが進められている。当初は大学病院などの高度な医療の提供・研究・研

修等を行う特定機能病院を対象としていたが，その後対象が拡大され，全国の急性期医

療を担う病院において導入が進んでいる。 

DPC による包括評価方式に対応するためには，平均在院日数を短縮させながら病床

稼働率を高いレベルで安定させることが必要となるが，そのためには院内の様々なデー

タを収集し入院患者の在院状況を把握・分析する優秀なスタッフやシステム，新入院患

者を増加させるための医療連携体制の構築などが不可欠となっている。 

 

（３） 福岡市の財政状況 

福岡市の財政のあるべき姿や財政健全化の取り組みを示す財政運営の指針として策定

された，平成２３年度までの計画である「財政リニューアルプラン」（平成２０年６月策

定）によると，福岡市の財政状況はきわめて厳しい状況である。 

まず，歳入では，市税収入は一定程度の伸びを期待できるものの，地方交付税の縮減

傾向は当面継続すると考えられ，一般財源は８０億円程度減少すると見込まれている。 

また，歳出では，人件費や扶助費が増加するとともに，公債費の高止まりなどにより，

１８０億円ほど増加すると見込まれている。 

このため，財政健全化の取り組みを行わず，新たな政策推進などに充てる投資的経費

を平成２０年度並に確保すると仮定すれば，年間１７０億円～２００億円，平成２３年

度までに約５６６億円の財源不足が発生すると見込まれ，歳入・歳出両面からの一体的

な改革に取り組むことが不可欠であるとされている。 

病院事業についてもこうした財政状況を踏まえ，なお一層の経営改善が求められてい

る。 
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（４） これまでの検討の経緯 

上記のような背景のもと，福岡市は，市の附属機関である病院事業運営審議会に「市

立病院のあり方」について諮問し，平成20 年6 月に答申を受けた。 

この答申を受け，以下のとおり，市の取り組み方針を定めた。 

 

① こども病院・感染症センターの機能のあり方について 

諮問事項についての答申  市の取り組み方針 

担うべき医療機能 

新病院が担うべき医療機能の内容
としては，小児医療，周産期医療，
小児救急医療とする。 

新病院の早急な整備 

現在のこども病院は老朽化が著し
く，狭隘であることから，小児医
療のさらなる充実とともに，周産
期医療に取り組んでいくために
は，早急に新たな病院を整備する
必要がある。 

感染症医療の取扱い 

一般小児感染症を除く１類及び２
類感染症医療については，高次の
医療機関である大学病院や国立病
院で担うことが望ましい。 

  

①答申の方向で検討を進め，改めて新
病院基本構想を策定する。 
現有病床に必要数を上積みする方
向で県と協議を行う。 

 

 

 
 
 

 

 

②１類及び２類感染症の指定医療機関
について，他の高次の医療機関に担
ってもらう方向で，福岡県等と協議
する。 

 

② 市民病院のあり方について 

諮問事項についての答申  市の取り組み方針 

市民病院は，東区，博多区，糟屋地区に
おける中核的な病院として機能している
こと及び市の医療政策の総合的な推進の
観点，さらに，経営改善の進捗も期待で
きることから，当面は現在の施設を活用
して存続させることが適当である。 

 ③経営の効率化及び繰入金の圧縮を前
提に，現施設を活用して存続させる
方向で経営改革プランを策定する。
なお，経営改善が不十分な場合や施
設老朽化の時期には改めて検討す
る。 

 

③ 市立病院の経営形態のあり方について 

諮問事項についての答申  市の取り組み方針 

市が担うべき医療を安定的・継続的かつ
効率的に提供していく経営形態として
は，両病院の現状を踏まえると，地方独
立行政法人を選択することが適当であ
る。 

 ④市立２病院を経営する地方独立行政
法人を設立する方向で準備を進め
る｡ 

⑤必要な準備期間を踏まえ，平成 22
年度の移行をめざす。 
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２ 目的 

福岡市立病院経営改革プランは，病院事業の経営効率化を通して繰入後の経常黒字が達成

できる経営基盤の確立を図り，持続可能な病院経営を行うことで，市が担うべき医療を安定

的・継続的に提供していくことを目的とする。 

したがって，公立病院改革ガイドラインに基づき，市立病院の果たすべき役割及び一般会

計負担の考え方を明確にしたうえで，経営形態の見直しを行うとともに，財務改善や医療機

能確保等に関する指標の数値目標の設定を行い，目標を達成するための今後３年間の経営計

画を明らかにするものである。 

 

 

（１） 対象期間 

平成21 年度から平成23 年度までの3 年間とする。 

 

（２） 策定時期 

・平成2０年１２月  福岡市立病院経営改革プラン（案）とりまとめ 

・平成２１年 ３月  福岡市立病院経営改革プラン策定 
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Ⅱ 福岡市立病院の現状 

 

福岡市では，福岡市立こども病院・感染症センター（以下「こども病院・感染症センター」

という。）及び福岡市民病院（以下「市民病院」という。）の2 つの市立病院（以下「両病院」

という。）を設置・運営している。 

 

１ こども病院・感染症センター 

（１） 沿革 

昭和51 年２月，「本市の医療事情，市民の医療需要を考慮し，小児医療部門と感染症

部門をもつ高度専門的な診療を行う新病院を建設する。」という福岡市病院事業運営審議

会答申を得て，昭和53 年３月に着工，約８０億円の費用を投じて昭和55 年８月竣工，

同年９月１日から全面開院した。 

開設理念は，こどもが心身ともに健やかに育成されることを目的に，こどもの成長と

発達という特性に対応できる高度医療を提供する小児医療部門及び感染症部門を２本の

柱とする西日本で初めての小児専門医療施設として開院したものである。 

 

・ 平成１８年 ９月 (財)日本医療機能評価機構による病院機能評価（Ver.4.0）の   

認定 

・ 平成１８年１２月 救急告示病院 

・ 平成１９年 ９月 地域医療支援病院（注１）の指定 

・ 平成２０年 ７月 DPC導入 

 

（２） 概要 

・ 所在地     福岡市中央区唐人町二丁目５番１号 

・ 敷地面積    １６，７９４．３０㎡ 

・ 建物面積    １６，５７４．７６㎡ 

・ 診療科目    小児科（一般小児科，内分泌・代謝科，血液・免疫科，腎疾患科， 

新生児科，新生児循環器科，小児感染症科），循環器科，神経科（小

児神経科），呼吸器科，整形外科，心臓血管外科，小児外科，形成

外科，泌尿器科，眼科，耳鼻いんこう科，放射線科，麻酔科，精神

科（こころの診療科），内科（成人感染症科） 

・  病床数    一般病床１９０床（PICU６床（注２），NICU（注３）９床含む）， 

感染症病床２４床 

・ 職員数     ２７５名  (平成２０年度職員定数） 
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（３） 現状分析 

① 診療単価 

患者一人当たりの入院診療単価は，他の自治体立こども病院と比較して非常に高い水

準を維持しており，高度な医療を提供している。 

    ◎全国自治体こども病院 患者1 人当たり入院診療単価分布 （平成18 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出所：総務省自治財政局編「地方公営企業年鑑」
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② 患者の動向 

高度医療を提供する小児専門病院として，岡山以西では唯一の存在であり，広範囲か

ら患者を受け入れる医療機関となっている。入院・外来とも，約半数が市外居住者で占

められ，福岡市域を越えて，九州，国内外から来院している。 

◎こども病院・感染症センター 居住地別外来・入院患者構成比 （平成19 年度）  

      ＜外来＞                     ＜入院＞ 
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２ 市民病院 

（１） 沿革 

昭和60 年１月に，福岡市病院事業運営審議会から「福岡市立第一病院の整備につい

て」の答申を得て，昭和60 年度から移転改築事業に着手し，約88 億円の費用を投じ

平成元年３月竣工，同年５月名称を『第一病院』から『市民病院』と改め，開院したも

のである。 

開設理念は，地域医療を基礎としつつ，地域に不足する高度医療，特に肝・腎疾患に

対して専門的医療を提供する病院である。 

平成１４年に福岡市病院事業運営審議会から「福岡市立病院のこれからのあり方・役

割」として，市内では高度救急医療が不足しているため市立病院で担うべきとの答申を

受け，平成１５年に脳卒中センター，平成１８年に循環器科を開設している。 

 

・ 平成１５年３月 救急告示病院 

・ 平成１５年４月 脳卒中センター開設（神経内科・脳神経外科新設） 

・ 平成１７年４月 (財)日本医療機能評価機構による病院機能評価（Ver.4.0）の       

認定 

・ 平成１７年８月 ICU 開設 

・ 平成１８年４月 循環器科開設 

・ 平成１８年５月 DPC 導入 

 

（２） 概要 

・ 所在地   福岡市博多区吉塚本町１３番１号 

・ 敷地面積    ６，０３６．６６㎡ 

・ 建物面積    １４，４５２．５８㎡  

・ 診療科目    １０科 

（内科，神経内科，循環器科，外科，整形外科，脳神経外科， 

眼科，耳鼻いんこう科，放射線科，麻酔科） 

・ 病床数     ２００床（ICU４床含む） 

・ 職員数     ２０６名 (平成２０年度職員定数） 

 

7 



 

（３） 現状分析 

① 入院診療単価 

高度救急医療を中心とする急性期医療へ転換した結果，病床数は２００床でありなが

ら，患者一人当たりの入院診療単価は他の政令指定都市における５００床を超える規模

の自治体病院と同水準となっており，高い水準の医療を提供している。 

◎政令指定都市自治体病院の入院診療単価と病床数（一般病院） （平成１８年度） 
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出所：総務省自治財政局編「地方公営企業年鑑」

福岡市民病院

 
② 患者の動向 

東区，博多区に糟屋郡を加えた割合は，外来部門で約８４％，入院部門で約７９％で

あり，この３地域を中心に医療を提供している。また，福岡市民の割合は，外来部門で

約６８％，入院部門で約５7％となっている。 

また，平成15 年に救急告示病院となり，救急搬送受入件数は増加傾向にある。 

 

◎市民病院 救急搬送件数推移
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３ 両病院の経営状況 

福岡市病院事業の医業収支は，毎年損失を生じているが，損失額は減少傾向で推移してお

り，平成１９年度決算における損失額は約７億円で，平成１４年度決算と比較して約１０億

円の改善が見られる。 

 

（１） 収支状況 

◎福岡市病院事業の収支状況 
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（２） 一般会計からの繰入状況 

福岡市が担うべき医療のうち，不採算部門等については，一般会計から病院事業会計

に繰入が行われているが，平成１９年度決算における繰入金は約１３億6 千万円となっ

ており，平成１４年度決算と比較して約１０億円の減少が見られ，両病院の経営改善の

成果がうかがえる。ただし，福岡市の厳しい財政状況を考えると，繰入金のさらなる縮

減に向けた抜本的な経営改善が求められている。 

◎福岡市病院事業繰入金推移 
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Ⅲ 市立病院に求められる役割

 
公立病院の役割は，地域において提供されることが必要な医療のうち，採算性等の面から

民間医療機関による提供が困難な医療を提供することであり，福岡市立病院においても，公

立病院としての役割を踏まえ，将来にわたり，地域に必要な医療を安定的に提供することが

求められる。 

したがって，一般会計との間で経費の負担区分の明確化を図ったうえで，所定の負担（繰

入）後は経常黒字が達成できる経営基盤を確立する必要がある。 

 

１ こども病院・感染症センターに求められる役割 

小児科医・産科医の不足が深刻な問題となる中で，こども病院・感染症センターは，小児

医療部門と感染症部門を柱とする高度な専門医療施設として，一般の診療機関で診断，治療

が困難な患者を対象に高度な医療を提供している。 

特に，小児の心臓外科手術は年間４００件を超え，全国でトップクラスの実績を誇るとと

もに，周産期医療ネットワークの一翼をも担っており，市内の２つの大学病院をはじめとし

て市内外の医療機関からハイリスク新生児の搬送を受けている。 

また，紹介率（注４）は９０%を超え，平成１９年９月に地域医療支援病院に指定されるな

ど，福岡市のみならず広域的に，九州における小児医療の中核的な役割を果たしている。 

福岡市においては，子育てにあたる人々が，安心して，夢を持って，楽しく子どもを産み

育てられる環境づくりを推進しており，小児医療（注５）の充実は，その重要な施策のひとつ

であり，小児医療の中核施設であるこども病院の機能強化は，福岡市の重点課題となってい

る。また，福岡市域においては周産期医療（注６）のさらなる整備の必要性が極めて高い状況

にある。 

今後，こども病院・感染症センターは，小児科医等の確保・育成に努め，小児医療（高度・

地域・救急）のさらなる充実を図るとともに，産科を新設し周産期医療に取り組むことが求

められる。 

 

２ 市民病院に求められる役割 

市民病院は，博多区，東区，糟屋地区を中心に，２次救急施設として積極的に重症患者に

対応しており，地域に不足する高度医療，特に脳卒中や肝臓及び脊椎の医療分野において質

の高い医療を提供している。また，地域の病院・診療所との連携を積極的に進めており，平

成１９年度実績では地域医療支援病院の指定基準の一つである紹介率６０%，逆紹介率（注7）

３０%を超えている状況からも，地域の中核的な病院として一定の役割を担っているといえ

る。 

10 



 

なお，近接する九州大学病院は３次救急医療を担っているが，かなりの数の２次救急医療

患者を受け入れていることから満床状態が続き，受け入れが不可能な場合もあり，その状況

を改善するために，2 次救急医療施設の更なる充実が望まれている。 

今後，市民病院は，高度救急医療を担う地域の中核的な病院として，脳卒中センターの充

実や循環器系疾患への対応強化などを図りながら，質の高い医療を提供していくことが求め

られる。 
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Ⅳ 福岡市病院事業の抱える経営上の課題

 

繰入後の経常黒字が達成できる経営基盤を確立し，市立病院としての役割を十分に果たし

ていくためには，病院運営の自主（律）性を確保し，院長のリーダーシップのもと，病院全

体で取り組んでいける環境の整備が不可欠であるが，地方公営企業法の一部適用という現行

制度の下では，これを阻害するさまざまな経営上の課題がある。 

 

１ 医師の確保に関する課題 

○ 医師不足が深刻な中，医師から選ばれる職場として魅力的な病院であるためには，高

度な医療機能を備えるとともに，働きたい，働き続けたいと思える環境を創り出すこと

が重要であり，適切な労働環境・給与制度の設定や，高い技術や知識を習得できる体制

づくりに病院全体で取り組む必要がある。 

 しかし，現行制度における様々な制約のもとでは，民間病院をはじめとした他病院と

の人材確保競争の中で，優秀な医師を確保することが困難な状況にある。 

 

 

２ 人事・給与に関する課題 

○ 医療機能に見合う医療体制の構築や，診療報酬改定への柔軟な対応のためには，医師，

看護師，その他医療職を柔軟に採用・配置することが不可欠であるが，現行制度では，

地方自治法等による職員定数の制約があり，柔軟に増員を行うことは困難である。 

○ 質の高い医療を効率的に提供するためには，事務局の強化が不可欠であるが，事務職

員は，福岡市全体の人事ローテーションにより数年間隔で異動するため，中・長期的に

医療や病院経営に精通した職員を育成することが困難である。 

○ 病院職員の給与制度は市の給与制度と同一であり，独自の給与体系の設定ができない。

業績等に応じた評価が十分に反映される仕組みになっていないため，経営改善に対する

インセンティブが働きにくい。 

 

３ 予算・契約に関する課題 

○ 現在の予算制度では，要求から確定までに半年以上を要し，状況の変化に応じた迅速

かつ柔軟な対応が困難である。また，一定の手続きを条件として繰越が認められている

ものの，単年度予算が基本となっており，中長期的な経営戦略の企画・立案が困難であ

る。 

○ 材料の購入や委託にかかる契約については，地方自治法によりその方法が制限されて

いるため，多様な契約手法の採用や価格交渉の実施ができず，コストの縮減が難しい状

況にある。 
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４ 責任体制に関する課題 

○ 効率的な病院経営を行うためには，人事・予算等の経営にかかる権限と責任が明確に

一体化することが必要である。 

しかし，現行制度のもとでは，人事・予算等の弾力的な運用にかかる権限が現場の責

任者である病院長には付与されておらず，市の各部局に分散されているため，病院経営

に対する責任体制が不明確であり，迅速な意思決定が行えない。 

 

５ 一般会計からの負担に関する課題 

○ 病院事業においては，不採算医療等の政策的な医療に取り組んでいることから，地方

公営企業法により一般会計から負担（繰入金）を行うこととされている。その対象が地

方公営企業法に定められており，本市においても，政策的な医療に係る経費など法令の

趣旨に沿った繰入基準を設定のうえ運用している。 

しかしながら，政策的な医療に係る経費とされるものの範囲や額が一部明確でないな

どの課題があるため，実態としては，当該年度の収支状況による調整を行う形で運用さ

れており，自律的な収支改善に対するインセンティブが働きにくい。 

また，資金収支差を上限としているため，純損失が生じやすい仕組みとなっている。 

13 



 

Ⅴ 課題解決に向けた経営形態の選択 

 

１ 各経営形態の概要 

（１） 地方公営企業法の全部適用 

地方公営企業法の全部適用（以下「全部適用」という。）とは，地方公営企業に対して

財務等に関する規定のみならず，同法の組織に関する規定及び職員の身分取扱いに関す

る規定も含めて，全ての規定を適用することをいい，専任の事業管理者が設置される。 

組織編成，職員の任免，給与，勤務時間その他の勤務条件などの身分取り扱い，予算

原案の作成及び契約の締結に関する権限が事業管理者に移譲され，一部適用と比べ，事

業管理者に広範な権限が認められており，経営の自律性は高くなる。 

しかし他方で，全部適用とした場合でも，地方自治法等による職員定数等の制約を受

け，また，予算単年度主義により中長期的な経営戦略の企画・立案が困難である点など

は現行の一部適用と変わらず，改善施策を実現することは容易でない。 

 

（２） 地方独立行政法人 

地方独立行政法人とは，平成16 年6 月に施行された地方独立行政法人法に基づき，

地域において必要な事務・事業であって，地方公共団体が直接に実施する必要のないも

ののうち，民間にゆだねた場合には必ずしも実施されないおそれがあるものを，効率的

かつ効果的に行わせる目的で設立される法人であり，地方公共団体が議会の議決を経て

設立する。地方公共団体とは別の法人格を持つ法人であり，大阪府立病院機構や那覇市

立病院などが地方独立行政法人により運営されている。 

地方独立行政法人化した場合，法人に経営にかかる権限が移譲され，改善施策の実現

が可能になる。 

なお，法人の自律性・自主性を尊重する反面，評価委員会制度や情報の公表を強化す

るなど，その業務の実績について，地方公共団体が示した中期目標等に照らし厳しく評

価が行われることとなり十分な監督ができる体制が構築できているといえる。 

 

（３） 指定管理者制度 

指定管理者制度とは，平成15 年9 月施行の地方自治法の一部改正により，従来の管

理委託制度に代わって導入された制度であり，福岡市でも駐輪場や公園をはじめ，多く

の施設で採用されている。 

市が担うべき事業の実施は，協定による義務づけや指定管理料などの金銭的なインセ

ンティブで図っていくこととなり，管理者に経営にかかる権限が移譲され，制度的には

改善施策の実現は可能である。 

ただし，病院の場合は，政策的な医療の継続性や安定性を確保するための医師・看護

師等の人的要素が強いこと，及び長期的な視点に立った人材投資や医療機器等の更新が

必要であることなど，施設管理の要素が強い駐輪場などその他一般的な公の施設とは異
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なる特殊性がある。 

市が担うべき医療を確実に実行させるための仕組みが構築できるのかという視点から

評価した場合，他自治体病院における指定管理者確保のために指定条件を変更した事例

や，指定期間の途中で指定管理者が交代した事例，及び制度的に組織体制が引き継がれ

ないことを踏まえると，病院に指定管理者制度を適用することには，適切な指定管理者

の確保や体制の変動に伴う医療水準の変化等のリスクがあると考えられる。 

 

 

２ 経営形態の選択 

○ 現在の地方公営企業法の一部適用という経営形態においては，前述のとおり，更なる経

営改善を図るうえでの限界があり，また，医療環境の変化，公立病院改革ガイドライン及

び福岡市の厳しい財政状況を踏まえると抜本的な経営形態の見直しを行う必要がある。 

○ 地方公営企業法の全部適用では，制度上は大幅に病院に権限が移譲されることとなって

いるが，実態的には現在の地方公営企業法の一部適用と大きな違いはなく，依然として福

岡市の職員定数枠や地方自治法に基づいた契約事務などの制約が存在し，現状の課題を解

決することは困難である。 

○ 一方，地方独立行政法人及び指定管理者制度については，病院への権限の移譲により，

病院の自律性を確保できるため，改善施策の実現性や採算性の確保を図るうえでの阻害要

因はないが，市が担うべき医療を確実に実行させるための仕組みが構築できるのかという

視点から評価すると，指定管理者制度には，適切な指定管理者の確保や体制の変動に伴う

医療水準の変化等のリスクがあると考えられる。 

○ よって，福岡市立病院として，市が担うべき医療を安定的・継続的かつ効率的に提供し

ていく経営形態として，福岡市病院事業運営審議会の答申も踏まえ，地方独立行政法人を

選択することとする。 
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Ⅵ 地方独立行政法人への移行 

 

１ 地方独立行政法人とは 

地方独立行政法人とは，前述の通り，地方公共団体とは別の法人格を持つ法人であり，

地方公共団体がこれまで行っている事務・事業を効率的かつ効果的に行わせる目的で，

議会の議決を経て設立するものである。 

地方独立行政法人は，あらかじめ地方公共団体が示した中期目標（3～5 年の範囲で

設定）に基づき，自ら中期計画及び年度計画を策定し，適正かつ効率的に業務に取り組

む。 

 

２ 地方独立行政法人の特徴と期待される効果 

（１） 自主（律）性の確保 

地方独立行政法人は，自ら策定した中期計画及び年度計画に沿って，自主的・自律的

な運営を行うことが可能である。 

法人に大幅に権限が移譲されることで，明確な責任体制のもと迅速な意思決定ができ，

必要なタイミングでの人員の採用・配置が可能となる。これにより，医療環境の変化に

迅速に対応できるとともに，リスクマネージャーの配置等，医療の安全性の向上につな

がる取り組みも強化できる。 

また，業績を反映した給与制度の構築などが可能となり，スタッフのモチベーション

の維持・向上，人件費の適正化などが期待される。 

医療機器・診療材料等の調達に関しても，複数年契約など多様な契約方法が可能とな

り，コスト削減が期待できる。 

 

（２） 公共性の確保 

地方独立行政法人は，現行の地方公営企業と同様に，不採算医療等の政策的な医療に

取り組むことから，法に基づき必要な経費は市が負担（運営費負担金）することとされ

ている。 

法人設立のための定款策定，中期目標の策定，中期計画の認可及び法人への運営費負

担金にかかる予算措置については議会の議決が必要であり，また，法人からの事業報告

書及び評価委員会が行う業績評価については議会への報告が義務づけられていることか

ら，議会の適切な関与が担保されている。 

これらのことから，公立病院としての公共性が確保されている。 

 

（３） 透明性の確保 

中期目標，中期計画・年度計画及び業績評価について，その公表が規定されており，

事業の透明性が担保されている。 

また，財務諸表については，損益計算書や貸借対照表のほか，資金の流れを示すキャ
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ッシュ・フロー計算書などの作成及び公表が規定されており，経営情報を分かりやすく

示す仕組みとなっている。 

 

３ 福岡市の関与 

福岡市は，市が担うべき医療を確実に実行させるため，議会の議決を経て，法人が達成す

べき目標を中期目標として定め，法人に明確に指示する。また，その目標を達成するために

法人が作成した中期計画についても，内容を厳しく精査し，議会の議決を経たうえで認可す

る。 

法人はこの中期計画及び自ら策定した年度計画に沿って自主的・自律的な運営を行うこと

となるが，その業務実績については，市の附属機関である評価委員会において，専門的，客

観的かつ中立公正に評価を行う。 
 

◎市が担うべき医療を確実に提供させるための仕組み 

 

評価委員会 
 
 
 
 

地方独立行政法人 

中期目標の策定
〈議会の議決〉 

中期目標達成のための
中期計画の策定 

中期計画の認可
〈議会の議決〉 

年度計画の策定 

中期計画及び年度計画に
沿った病院運営 

指示

申請

年度実績報告書の作成

中期実績報告書の作成

計画 

こ
ど
も
病
院 

理事長 

副理事長 監事 

理事 

本部 

役員

事務局 

市
民
病
院 

法
人
に
よ
る
自
律
的
な
病
院
運
営評価 

実施 

届出

提出

交付

報告

評価の報告
〈議会へ報告〉 

中期実績報告書の報告
〈議会へ報告〉 

提出

中期実績報告書及び年度
実績報告書の評価 

中期目標の指示・中期計
画の認可にかかる意見

運営費負担金
〈議会の予算議決〉 

 市〈議会〉 
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４ 地方独立行政法人への移行時期 

市立病院の経営改革への取り組みは喫緊の課題であり，また，福岡市病院事業運営審議会

答申においても，「両病院の抱える現状の課題や福岡市の財政状況等を考えると，必要な準備

期間をおいて，速やかに地方独立行政法人への移行を図るべき」とされている。 

これらを踏まえ，より一層の患者サービスの向上及び経営の効率化を早期に実現するため，

平成22 年4 月に，市立2 病院を経営する地方独立行政法人を設立する。 

 

【移行スケジュール】 

 
区  分 20 年度 21 年度 22 年度 

定款策定   3月    

評価委員会条例制定   3月    

承継財産の決定（議決）     12月  

職員引継条例制定     12月  

中期目標     3月  

独
法
移
行 
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Ⅶ 福岡市からの負担のあり方 

 

１ 市からの出資 

地方独立行政法人は，地方独立行政法人法により，業務を確実に実施するために必要な財

産的基礎を有しなければならないとされている。地方独立行政法人に移行する際，法人には，

土地，建物等の「資産」と移行前の地方債償還債務や退職給付引当金などの「負債」が引き

継がれ，この「資産」と「負債」の差額が市からの出資とみなされることとなるが，「負債」

の額が「資産」の額を上回る場合は，市からの追加出資等の対応が必要となる。今後，「資産」

の時価評価等を行うなかで，法人への出資について検討する。 

 

２ 市からの負担（運営費負担金） 

本市病院事業においては，不採算医療等の政策的な医療に取り組んでいることから，地方

公営企業法により市の一般会計からの負担（繰入金）を行うこととされているが，地方独立

行政法人においても，法人設立者である市からの指示に基づき，継続して不採算医療等の政

策的な医療に取り組むことから，地方独立行政法人法に基づき必要な経費は市が負担（運営

費負担金）することとされている。 

今回のプラン作成にあたっては，この負担区分を明確にするとともに，自律的な収支改善

に対するインセンティブが働くように所要の見直しを行っている。 

また，施設整備や大規模改修の場合等には，地方公営企業は地方債をもって財源とするこ

とができるが，地方独立行政法人では債券発行が認められず，長期借入も市からの借入に限

定されているため，必要な財源については市が予算上の手当を行うことになる。その場合，

市が地方債を発行し，法人に貸し付けるという仕組みが考えられている。 

 

３ 剰余金の使途 

   損益計算で剰余金（利益）が出た場合，地方公営企業においては，前年度から繰り越した

損失をうめた後は法定積立金に充てられ，それでもなお残額が生じた場合には，議会の議決

を経たうえで任意積立金として処理される。 

   地方独立行政法人においては，前年度から繰り越した損失をうめた後は，積立金として処

理するだけでなく，あらかじめ中期計画で定めた使途に充てることができるとされており，

この使途には，施設整備や医療機器の購入などが考えられる。 
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Ⅷ 経営改革の取り組み 

 

市立病院としての役割を果たし，医療の質の向上や患者サービスの充実を図りながら，市

からの負担（繰入）後の経常黒字を達成するため，地方独立行政法人への移行効果を最大限

に発揮しながら以下の取り組みを進めていく。 

 

１ 両病院共通の取り組み 

（１） 経営企画力の強化 

医療を取り巻く厳しい状況に対応し，自ら成長する組織をめざすために，医療機能の

充実，患者満足度の向上，従事者満足度の向上，業績の向上のバランスのとれた経営を

行う。そのため，病院を取り巻く環境の変化に即応した経営戦略を立案し，実行できる

経営体制を構築する。 

① 事務部門の強化 

病院経営に関する知識・経験を有する民間等の人材の採用や，医療の専門知識を活

かした医療技術職の事務部門への配置など，弾力的な人事管理を行い，事務部門の強

化を図る。 

また，病院経営に精通した事務職員を育成していくために，病院プロパー職員を採

用する。 

② 看護師の経営への参画 

日々患者の声を間近で聞いている看護師の意見を経営に取り入れることで，サービ

ス向上を図る。看護職の副院長への登用についても検討を行う。 

③ 病院機能評価の継続受審 

(財)日本医療機能評価機構による病院機能評価の認定を今後とも継続して受審し，

受審を通して改善すべき課題を改めて具体化するとともに，その改善に向けて病院全

体で取り組む。 

④ 患者満足度調査の実施 

患者のニーズに的確に応えていくため，定期的に患者満足度調査を実施する。 

 

（２） 経営管理手法の活用 

① 迅速かつ精緻な経営分析 

効率的な病院経営を行うために，経営に関する情報を迅速に把握し，原価計算や他

病院との比較分析等により，精緻な分析を行う。 
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② バランススコアカード（ＢＳＣ）等の活用による経営管理 

よりよい病院経営に病院全体で取り組むため，各部門の目標を設定しその達成状況

を適宜確認するなど，経営管理を徹底する。 

目標をより明確にし，実現性を高めるため，バランススコアカード（ＢＳＣ）（注８）

等の活用も検討する。 

 

（３） 効率的な経営に関する施策 

① ジェネリック医薬品の使用拡大 

厚生労働省は，医療費削減のため，ジェネリック医薬品（後発医薬品）（注９）の使用

を促進している。 

平成20 年8 月現在のジェネリック医薬品採用比率（品目ベース）は，こども病院・

感染症センターが約5％，市民病院が約11％となっている。 

今後とも，患者の特殊性や安全性等を十分に考慮し，医師のコンセンサスを得なが

ら，ジェネリック医薬品の使用を推進し，材料費の縮減を図る。 

 

② 材料費，委託費等のコスト削減による経営の効率化 

医薬品や診療材料等の購入において，市場価格情報の収集に努め，価格交渉の徹底

や多様な契約手法の活用などにより，購入価格の削減を図る。 

また，委託業務全般の再点検を実施し，効率性を踏まえた取捨選択等を行うことで，

委託費用の削減を図る。 

 

③ 未収金対策の強化 

未収金の発生を未然に防ぐために，入院案内の文書等による説明，経済的問題を抱

える患者に対する事前相談を徹底する。 

未収金が発生した場合には，早期に電話や文書による督促を行うなど，初動体制を

強化する。また，債権回収会社への入金案内の委託など，個々の状況に応じた適切な

対応を行い，未収金の回収に取り組む。 

なお，患者の利便性を向上させるため，コンビニにおける納付サービスの拡大や，

クレジットカード，電子マネーの導入も検討する。 

 

④ 人事・給与制度の構築 

医療環境の変化に柔軟に対応し，マンパワーを最大限に発揮できる環境を整えるた

めに，必要に応じて職員を迅速かつ柔軟に採用・配置できる体制を構築する。 

また，病院の業績に応じた給与制度を導入し，職員のモチベーションの維持・向上

及び人件費の適正化を図る。 
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（４） 人材の確保及び育成 

   質の高い医療を安定的かつ継続的に提供するために，人材の確保及び育成に取り組む。 

① 医師 

医師から職場として選ばれる魅力的な病院とするために，適切な労働環境・給与

制度の設定や，高い技術や知識を習得できる環境づくりに取り組む。 

また，研修医確保のため，臨床研修プログラムや福利厚生の充実を図る。 

 

② 看護師 

二交代制や短時間勤務の導入など，多様な勤務形態について検討し，働きやすい

環境づくりを進め，専門的能力の高い人材の確保に取り組む。 

また，職務能力の高度化・専門化を図るため，認定看護師等の資格取得を奨励・

支援する体制を整えるなど，教育・研修システムを整備する。 

 

③ その他の医療技術職 

働きやすい労働環境を整えるとともに，研修体制を充実させるなど，専門性を活

かせる魅力的な職場づくりを進める。 

 

（５） 医療の質と安全性の向上 

① 診療体制の充実・強化 

      提供する医療のさらなる高度化に対応し，より安全で質の高い医療を提供するた

め，医師・看護師等の医療従事者を必要に応じて増員するなど，診療体制の充実を

図っていく。 

 

② 薬剤管理指導の強化 

医療の安全性と薬物療法の質を向上させるため，服薬指導などの薬剤管理指導を

積極的に実施する。 
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２ こども病院・感染症センター独自の取り組み 

（１）新病院開設に向けた取り組み 

現病院においては，施設の老朽化，狭隘化等により，高度化する医療の提供や患者の

療養環境等に支障が生じているため，小児医療，小児救急医療，周産期医療を担う新病

院を平成25 年度に開院する予定である。 

新病院における小児医療は，現病院の豊富な臨床経験と高い専門性を引き継ぐととも

に，小児高度医療及び小児地域医療それぞれの分野においてさらなる充実を図り，最新

の医療機器を用いて診断・治療に取り組む。 

小児救急医療については，現病院と同じく2 次救急医療と内科的な3 次救急医療を担

うとともに休日・夜間の一次救急についても急患診療センターとの役割分担のもとに取

り組む方向で検討する。 

周産期医療については，産科を新設するとともに，新生児集中治療管理室（NICU）

や母体・胎児集中治療管理室（MFICU）（注10）等を整備し，出生前診断により先天性疾

患や，多胎等の胎児リスクを有すると診断された妊婦を受け入れる。 

新病院の開院に際しては，規模拡張に伴い職員の増員が必要となるため，開院に向け

て医療従事者を計画的に採用するなど，十分な医療提供体制を整備するために必要な準

備を行う。 

また，新病院の整備については，コストの縮減を図るため，ＰＦＩ（注11）方式で行う

こととしており，開院に向けた整備計画等の策定に取り組む。 

 

（２）外来における患者負担の軽減と医療従事者の負担軽減 

   外来診察室の運用方法の見直し等により患者の待ち時間の軽減を図る。 

   また，医師の事務作業を補助するクラークの配置やＸ線画像等のフィルムレス化等を 

通じた医療従事者の負担軽減を促進し，より質の高い医療の提供に取り組んでゆく。 

 

23 



 

３ 市民病院独自の取り組み 

（１） 地域における中核的な病院としての医療体制の整備 

市民病院は，地域における中核的な病院として，質の高い医療を提供していくことが

求められており，その役割を十分に果たすため，診療科を整理するとともに，経営の効

率化や健全化に向けた取り組みに従来以上の努力を行う。 

急性期病院としての機能を充実させるため，脳卒中センターの充実や循環器系疾患へ

の対応強化などを図る。 

また，地域全体の医療提供体制の充実化において中心的役割を果たしていくため，地

域医療支援病院の指定を受け，地域の医療機関との適切な役割分担と医療ネットワーク

の構築に積極的に取り組む。 

 

（２） 患者負担の軽減 

現在は入院で行っている抗がん剤治療について，日帰りで治療できる設備を整えた外

来化学療法室を整備し，患者負担の軽減を図る。 
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Ⅸ 経営指標に係る数値目標

 

経営指標にかかる数値目標を以下の通り定め，改善に向けた取り組みを進める。 

なお，数値目標は，各病院の特徴に合わせて設定している。 

 

１ こども病院・感染症センター     

  
目標値 

（23年度）

19年度 

（実績） 

18年度 

（実績） 

経常収支比率  100.3％ 99.0％ 98.4％

病床利用率  83.2% 83.2% 81.3％

給与費対医業収益比率  55.3% 54.3%. 57.3％

 

２ 市民病院 

  
目標値 

（23年度）

19年度 

（実績） 

18年度 

(実績) 

経常収支比率  100.4％ 99.2％ 99.5％

病床利用率  92.4% 91.2% 91.6％

給与費対医業収益比率  54.0% 51.4% 50.4％
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Ⅹ 経営改革プランの評価及び公表 

 

この経営改革プランについては，その実施状況を適宜，福岡市病院事業運営審議会等に報

告していく。 

また，公立病院改革ガイドラインの趣旨を踏まえ，適切な点検・評価を行うこととし，そ

の結果について積極的に情報を公開するものとする。 

なお，平成２２年度からの地方独立行政法人への移行にあたっては，同プランの内容を中

期目標及び中期計画へ反映させ，併せて地方独立行政法人の評価委員会において適切な点

検・評価を実施し，結果を公表していくものとする。 
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（参考資料）両病院収支計画（収益的収支） 

 

１ 両病院 

                                                          （単位：千円） 

       目標値 

       （23年度） 

19年度 

（実績） 

18年度 

(実績) 

医業収益   ａ 10,134,580 9,375,384 9,013,534 

医業費用  ｂ 10,415,920 10,080,868 9,841,080 

医業損益(a-b)  -281,339 -705,483 -827,546 

施策実施に伴う改善効果額（対１９年度実績）  473,264   

 

 

 

２ こども病院・感染症センター 

（単位：千円） 

       目標値 

       （23年度）  

19年度 

（実績） 

18年度 

(実績) 

医業収益   ａ 5,609,540 5,282,842 4,965,653 

医業費用  ｂ 5,648,468 5,487,272 5,283,969 

医業損益(a-b)  -38,927 -204,430 -318,316 

施策実施に伴う改善効果額（対１９年度実績）  194,435     

 

 

 

３ 市民病院  

（単位：千円） 

  
目標値 

（23年度）  

19年度 

（実績） 

18年度 

(実績) 

医業収益 ａ 4,525,040 4,092,542 4,047,881 

医業費用 ｂ 4,767,452 4,593,595 4,557,111 

医業損益(a-b)  -242,412 -501,053 -509,230 

施策実施に伴う改善効果額（対１９年度実績）  278,829     

 

 

 

 



 

 地方公営企業法一部適用 地方公営企業法全部適用 地方独立行政法人（非公務員型） 指定管理者 

設立団体 地方公共団体 地方公共団体 地方公共団体 地方公共団体 

経営責任者 

地方公共団体の長 病院事業管理者 

・地方公共団体の長が任命 

・特別職地方公務員 

・地方公営企業法の業務を執行し，当該業

務の執行に関し当該地方公共団体を代

表（予算調製等一部を除く） 

理事長 

・設立団体の長が任命 

・独立行政法人を代表し，その業務を総理

指定管理者 

医療法上の病院

管理者 
地方公共団体の長が任命する者 病院事業管理者が任命する者 理事長が任命する者 指定管理者が任命する者 

組織 

設置条例で設置及びその経営の基本を定

め，その他は地方公共団体の長が規則等で

制定 

設置条例で設置及びその経営の基本を定

め，その他は管理者が企業管理規程で制定

法令で定める基本的な枠組みの範囲内で，

地方独立行政法人の長が決定 
指定管理者が定める 

一般会計からの 

繰入 

地方公営企業法に基づき， 

①その性質上当該地方公営企業の経営に

伴う収入をもって充てることが適当で

ない経費 

②当該地方公営企業の性格上能率的な経

営を行ってもなおその経営に伴う収入

のみをもって充てることが客観的に困

難であると認められる経費 

について，一般会計から負担する。必要に

応じ，補助金の支出も可能 

同左 
地方独立行政法人法に基づき，左に準じた

取扱い 
契約に基づく一般会計からの支出が可能 

職員の任命 地方公共団体の長が任命 管理者が任命 理事長が任命 指定管理者が雇用契約を締結 

職員の身分 地方公務員 地方公務員 法人の職員 指定管理者の職員 （民間職員） 

2
8

 

（参考）経営形態の比較 
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 地方公営企業法一部適用 地方公営企業法全部適用 地方独立行政法人（非公務員型） 指定管理者 

職員の給与 
病院管理者に独自の給与表を設定する権

限がない 
独自の給与表の設定が可能 同左 指定管理者により決定 

退職金 

（通算期間） 
地方公務員としての在職期間を通算 同左 

地方公務員としての在職期間と法人職員

としての在職期間を通算 
身分移行時に支給（通算しない） 

共済関係 地方公務員等共済組合法を適用 同左 同左 社会保険の適用 

地方公共団体 

の長等との関係 

・設置条例で設置及びその経営の基本を定

め，その他は地方公共団体の長が規則等

で制定 

・設置条例で設置及びその経営の基本を定

め，その他は管理者が企業管理規程で制

定 

・地方公共団体の長は，地方公営企業に係

る予算の調製，議会への議案の提出，過

料賦課等の権限を留保 

・地方公共団体の長は，出納取扱金融機関

の同意など法定事項に限り関与 

・地方公共団体の長は地方公営企業の業務

と地方公営企業の業務と他の事務との

間に調整を図る必要があるときなどに

限り，地方公営企業の業務の執行につい

て必要な指示をすることができる 

・管理者の任命，罷免，懲戒処分 

・一般的な管理規定は置かず，設立団体の

長が関与できる事項を法律で限定列挙

①定款の策定・変更 

②業務方法書の認可 

③中期目標の制定 

④中期計画の認可 

⑤中期計画の変更命令 

⑥限度あるいは年度を超える短期借入

金に関する認可 

⑦中期計画外の重要財産処分等につい

ての認可 

⑧市の負担金に係る予算書提出 

⑨法人の違法行為に対する是正命令 

⑩中期目標期間の終了時の検討，所要の措置

・地方公共団体が，経営に関して条例その

他で定められた事項及び毎年度の予算

に従って事業を行わせる 

・地方公共団体は，委託契約等に基づいて，

指定管理者に対して必要な指示等を行

うことができるほか，民法その他の法令

に反しない限りで，双方の協議により必

要な措置をとることができる 

・市長は指定管理者に対して，管理の業務

または経理の状況に関し報告を求め，実

地に調査し，または指示できる 

議会の関与 

・設置等に係る条例の制定 

・予算の議決 

・決算の認定 

同左 

・以下の事項につき議決を要する 

  →[長等との関係]①③④⑦⑧ 

  →法人の解散 

・以下の事項につき長から報告を受ける

  →年度業務実績，中期目標に係る業務実績

・以下の事項につき法人から報告を受ける

  →中期目標に係る事業報告書 

一般会計の負担する予算の議決，決算の認

定，指定・選任の議決 
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（参考）全国の地方独立行政法人化の事例 

 

  

団体名 開始年度 法人名 病院数 備考 

長崎県江迎町 H17 
地方独立行政法人 

北松中央病院 
1 非公務員型 

宮城県 H18 
地方独立行政法人 

宮城県立こども病院 
1 非公務員型 

大阪府 H18 
地方独立行政法人 

大阪府立病院機構 
5 公務員型 

岡山県 H19 
地方独立行政法人 

岡山県精神科医療センター
1 公務員型 

山形県・酒田市 H20 
地方独立行政法人 

山形県・酒田市病院機構 
2 非公務員型 

沖縄県那覇市 H20 
地方独立行政法人 

那覇市立病院 
1 非公務員型 

静岡県 H21 予定 
地方独立行政法人 

静岡県立病院機構 
3 非公務員型 

秋田県 H21 予定 
地方独立行政法人 

秋田県立病院機構 
2 非公務員型 

神戸市 H21 予定 
地方独立行政法人 

神戸市民病院機構 
2 非公務員型 
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（参考）地方独立行政法人法（抜粋） 

 
（目的） 

第一条 この法律は，地方独立行政法人の運営の基本その他の制度の基本となる事項を定め，地方独立 

行政法人制度の確立並びに地方独立行政法人が公共上の見地から行う事務及び事業の確実な実施を図 

り，もって住民の生活の安定並びに地域社会及び地域経済の健全な発展に資することを目的とする。 

 

（定義） 

第二条 この法律において「地方独立行政法人」とは，住民の生活，地域社会及び地域経済の安定等の 

公共上の見地からその地域において確実に実施されることが必要な事務及び事業であって，地方公共

団体が自ら主体となって直接に実施する必要のないもののうち，民間の主体にゆだねた場合には必ず

しも実施されないおそれがあるものと地方公共団体が認めるものを効率的かつ効果的に行わせること

を目的として，この法律の定めるところにより地方公共団体が設立する法人をいう。 

 

（業務の公共性，透明性及び自主性） 

第三条 地方独立行政法人は，その行う事務及び事業が住民の生活，地域社会及び地域経済の安定等の 

公共上の見地から確実に実施されることが必要なものであることにかんがみ，適正かつ効率的にその 

業務を運営するよう努めなければならない。 

２ 地方独立行政法人は，この法律の定めるところによりその業務の内容を公表すること等を通じて，

その組織及び運営の状況を住民に明らかにするよう努めなければならない。 

３ この法律の運用に当たっては，地方独立行政法人の業務運営における自主性は，十分配慮されなけ

ればならない。 

 

（財産的基礎） 

第六条 地方独立行政法人は，その業務を確実に実施するために必要な資本金その他の財産的基礎を有 

しなければならない。 

２ 地方公共団体でなければ，地方独立行政法人に出資することができない。 

３ 設立団体（地方独立行政法人を設立する一又は二以上の地方公共団体をいう。以下同じ。）は，地

方独立行政法人の資本金の額の二分の一以上に相当する資金その他の財産を出資しなければならない。 

４ 地方独立行政法人に出資される財産のうち金銭以外のものの価額は，出資の日現在における時価を

基準として出資する地方公共団体が評価した価額とする。 

５ 前項の評価に関し必要な事項は，政令で定める。 

 

（設立） 

第七条 地方公共団体は，地方独立行政法人を設立しようとするときは，その議会の議決を経て定款を 

定め，都道府県（都道府県の加入する一部事務組合又は広域連合を含む。以下この条において同じ。） 

又は都道府県及び都道府県以外の地方公共団体が設立しようとする場合にあっては総務大臣，その他 

の場合にあっては都道府県知事の認可を受けなければならない。 

 

（地方独立行政法人評価委員会） 

第十一条 設立団体に，地方独立行政法人に関する事務を処理させるため，執行機関の附属機関として，

地方独立行政法人評価委員会（以下「評価委員会」という。）を置く。 

２ 評価委員会は，次に掲げる事務をつかさどる。 

 一 地方独立行政法人の業務の実績に関する評価に関すること。 

 二 その他この法律又は条例によりその権限に属させられた事項を処理すること。 

３ 前項に定めるもののほか，評価委員会の組織及び委員その他の職員その他評価委員会に関し必要な

事項については，条例で定める。 

 

（中期目標） 

第二十五条 設立団体の長は，三年以上五年以下の期間において地方独立行政法人が達成すべき業務運

営に関する目標（以下「中期目標」という。）を定め，これを当該地方独立行政法人に指示するとと

もに，公表しなければならない。これを変更したときも，同様とする。 

２ 中期目標においては，次に掲げる事項について定めるものとする。 

 一 中期目標の期間（前項の期間の範囲内で設立団体の長が定める期間をいう。以下同じ。） 
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 二 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

 三 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

 四 財務内容の改善に関する事項 

 五 その他業務運営に関する重要事項 

３ 設立団体の長は，中期目標を定め，又はこれを変更しようとするときは，あらかじめ，評価委員会

の意見を聴くとともに，議会の議決を経なければならない。 

 

（中期計画） 

第二十六条 地方独立行政法人は，前条第一項の指示を受けたときは，中期目標に基づき，設立団体の

規則で定めるところにより，当該中期目標を達成するための計画（以下「中期計画」という。）を作

成し，設立団体の長の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも，同様とする。 

２ 中期計画においては，次に掲げる事項を定めるものとする。 

 一 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措

置 

 二 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

 三 予算（人件費の見積りを含む。），収支計画及び資金計画 

 四 短期借入金の限度額 

 五 重要な財産を譲渡し，又は担保に供しようとするときは，その計画 

 六 剰余金の使途 

 七 その他設立団体の規則で定める業務運営に関する事項 

３ 設立団体の長は，第一項の認可をしようとするときは，あらかじめ，評価委員会の意見を聴かなけ

ればならない。 

４ 設立団体の長は，第一項の認可をした中期計画が前条第二項第二号から第五号までに掲げる事項の

適正かつ確実な実施上不適当となったと認めるときは，その中期計画を変更すべきことを命ずること

ができる。 

５ 地方独立行政法人は，第一項の認可を受けたときは，遅滞なく，その中期計画を公表しなければな

らない。 

 

（年度計画） 

第二十七条 地方独立行政法人は，毎事業年度の開始前に，前条第一項の認可を受けた中期計画（同項

後段の規定による変更の認可を受けたときは，その変更後のもの。以下「認可中期計画」という。）

に基づき，設立団体の規則で定めるところにより，その事業年度の業務運営に関する計画（次項にお

いて「年度計画」という。）を定め，これを設立団体の長に届け出るとともに，公表しなければなら

ない。これを変更したときも，同様とする。 

２ 地方独立行政法人の最初の事業年度の年度計画については，前項中「毎事業年度の開始前に，前条

第一項の認可を受けた」とあるのは，「その成立後最初の中期計画について前条第一項の認可を受け

た後遅滞なく，その」とする。 

 

（各事業年度に係る業務の実績に関する評価） 

第二十八条 地方独立行政法人は，設立団体の規則で定めるところにより，各事業年度における業務の

実績について，評価委員会の評価を受けなければならない。 

２ 前項の評価は，当該事業年度における中期計画の実施状況の調査をし，及び分析をし，並びにこれ

らの調査及び分析の結果を考慮して当該事業年度における業務の実績の全体について総合的な評定を

して，行わなければならない。 

３ 評価委員会は，第一項の評価を行ったときは，遅滞なく，当該地方独立行政法人に対して，その評

価の結果を通知しなければならない。この場合において，評価委員会は，必要があると認めるときは，

当該地方独立行政法人に対し，業務運営の改善その他の勧告をすることができる。 

４ 評価委員会は，前項の規定による通知を行ったときは，遅滞なく，その通知に係る事項（同項後段

の規定による勧告をした場合にあっては，その通知に係る事項及びその勧告の内容）を設立団体の長

に報告するとともに，公表しなければならない。 

５ 設立団体の長は，前項の規定による報告を受けたときは，その旨を議会に報告しなければならない。 
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（中期目標に係る事業報告書） 

第二十九条 地方独立行政法人は，中期目標の期間の終了後三月以内に，設立団体の規則で定めるとこ

ろにより，当該中期目標に係る事業報告書を設立団体の長に提出するとともに，これを公表しなけれ

ばならない。 

２ 設立団体の長は，前項の規定により中期目標に係る事業報告書の提出を受けたときは，これを議会

に報告しなければならない。 

 

（中期目標に係る業務の実績に関する評価） 

第三十条 地方独立行政法人は，設立団体の規則で定めるところにより，中期目標の期間における業務

の実績について，評価委員会の評価を受けなければならない。 

２ 前項の評価は，当該中期目標の期間における中期目標の達成状況の調査をし，及び分析をし，並び

にこれらの調査及び分析の結果を考慮して当該中期目標の期間における業務の実績の全体について総

合的な評定をして，行わなければならない。 

３ 第二十八条第三項から第五項までの規定は，第一項の評価について準用する。 

 

（中期目標の期間の終了時の検討） 

第三十一条 設立団体の長は，地方独立行政法人の中期目標の期間の終了時において，当該地方独立行

政法人の業務を継続させる必要性，組織の在り方その他その組織及び業務の全般にわたる検討を行い，

その結果に基づき，所要の措置を講ずるものとする。 

２ 設立団体の長は，前項の規定による検討を行うに当たっては，評価委員会の意見を聴かなければな

らない。 

 

（財務諸表等） 

第三十四条 地方独立行政法人は，毎事業年度，貸借対照表，損益計算書，利益の処分又は損失の処理

に関する書類その他設立団体の規則で定める書類及びこれらの附属明細書（以下「財務諸表」という。）

を作成し，当該事業年度の終了後三月以内に設立団体の長に提出し，その承認を受けなければならな

い。 

２ 地方独立行政法人は，前項の規定により財務諸表を設立団体の長に提出するときは，これに当該事

業年度の事業報告書及び予算の区分に従い作成した決算報告書を添え，並びに財務諸表及び決算報告

書に関する監事の意見（次条の規定により会計監査人の監査を受けなければならない地方独立行政法

人にあっては，監事及び会計監査人の意見。第四項及び第九十九条第八号において同じ。）を付けな

ければならない。 

３ 設立団体の長は，第一項の規定により財務諸表を承認しようとするときは，あらかじめ，評価委員

会の意見を聴かなければならない。 

４ 地方独立行政法人は，第一項の規定による設立団体の長の承認を受けたときは，遅滞なく，財務諸

表を公告し，かつ，財務諸表並びに第二項の事業報告書，決算報告書及び監事の意見を記載した書面

を，各事務所に備えて置き，設立団体の規則で定める期間，一般の閲覧に供しなければならない。 

 

（利益及び損失の処理等） 

第四十条 地方独立行政法人は，毎事業年度，損益計算において利益を生じたときは，前事業年度から

繰り越した損失をうめ，なお残余があるときは，その残余の額は，積立金として整理しなければなら

ない。ただし，第三項の規定により同項の使途に充てる場合は，この限りでない。 

２ 地方独立行政法人は，毎事業年度，損益計算において損失を生じたときは，前項の規定による積立

金を減額して整理し，なお不足があるときは，その不足額は，繰越欠損金として整理しなければなら

ない。 

３ 地方独立行政法人は，毎事業年度，第一項に規定する残余があるときは，設立団体の長の承認を受

けて，その残余の額の全部又は一部を翌事業年度に係る認可中期計画の第二十六条第二項第六号の剰

余金の使途に充てることができる。 

４ 地方独立行政法人は，中期目標の期間の最後の事業年度に係る第一項又は第二項の規定による整理

を行った後，第一項の規定による積立金があるときは，その額に相当する金額のうち設立団体の長の

承認を受けた金額を，当該中期目標の期間の次の中期目標の期間に係る認可中期計画の定めるところ

により，当該次の中期目標の期間における業務の財源に充てることができる。 

５ 設立団体の長は，前二項の規定による承認をしようとするときは，あらかじめ，評価委員会の意見

を聴かなければならない。 
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６ 地方独立行政法人は，第四項に規定する積立金の額に相当する金額から同項の規定による承認を受

けた金額を控除してなお残余があるときは，その残余の額を設立団体に納付しなければならない。 

７ 前三項に定めるもののほか，納付金の納付の手続その他積立金の処分に関し必要な事項は，設立団

体の規則で定める。 

 

（権利義務の承継等） 

第六十六条 移行型地方独立行政法人の成立の際，当該移行型地方独立行政法人が行う業務に関し，現

に設立団体が有する権利及び義務（当該移行型地方独立行政法人の成立前に設立団体が当該業務に相

当する業務に関して起こした地方債のうち当該移行型地方独立行政法人の成立の日までに償還されて

いないものに係るものを除く。）のうち政令で定めるところにより設立団体の長が定めるものは，当

該移行型地方独立行政法人の成立の時において当該移行型地方独立行政法人が承継する。 

２ 前項の規定により移行型地方独立行政法人が権利及び義務を承継する場合においては，設立団体の

長は，あらかじめ，総務省令で定めるところにより，当該移行型地方独立行政法人の成立の日現在に

おける当該移行型地方独立行政法人の資産及び負債の見込みを明らかにする書類（次項において「資

産及び負債に関する書類」という。）を作成し，かつ，当該義務に係る債権者（次項，第六項及び第

七項において「債権者」という。）の閲覧に供するため，これをその事務所に備えて置かなければな

らない。 

３ 設立団体の長は，前項の規定により資産及び負債に関する書類をその事務所に備え置くまでに，債

権者に対し，異議があれば当該資産及び負債に関する書類を備え置いた日から一定の期間内にこれを

述べるべき旨を公告し，かつ，知れている債権者には，格別にこれを催告しなければならない。 

４ 前項の規定による公告を日刊新聞紙に掲載してするときは，同項の規定にかかわらず，設立団体の

長による格別の催告は，することを要しない。 

５ 第三項の一定の期間は，一月を下ってはならない。 

６ 債権者が第三項の一定の期間内に異議を述べなかったときは，当該義務の承継を承認したものとみ

なす。 

７ 債権者が異議を述べたときは，設立団体は，弁済し，若しくは相当の担保を供し，又はその債権者

に弁済を受けさせることを目的として，信託会社若しくは信託業務を営む銀行に相当の財産を信託し

なければならない。ただし，第一項の規定により当該義務を承継してもその債権者を害するおそれが

ないときは，この限りでない。 

 

第六十七条 前条の規定により移行型地方独立行政法人が設立団体の有する権利及び義務を承継した場

合において，その承継の際，承継される権利に係る財産の価額の合計額が承継される義務に係る負債

の価額の合計額を超えるときは，その差額に相当する金額及び当該設立団体が出資する資金その他の

財産の価額の合算額が当該設立団体から当該移行型地方独立行政法人に対し出資されたものとする。 

２ 前条の規定により移行型地方独立行政法人が設立団体の有する権利及び義務を承継した場合におい

て，その承継の際，承継される権利に係る財産の価額の合計額が承継される義務に係る負債の価額の

合計額を下回るときは，その差額に相当する金額を当該設立団体が当該移行型地方独立行政法人の設

立に際して出えんする資金その他の財産の価額から控除して得た額が当該設立団体から当該移行型地

方独立行政法人に対し出資されたものとする。 

３ 前二項に規定する承継される権利に係る財産の価額は，移行型地方独立行政法人の成立の日現在に

おける時価を基準として設立団体が評価した価額とする。 

４ 前項の評価に関し必要な事項は，政令で定める。 

 

（料金及び中期計画の特例） 

第八十三条 第二十三条の規定は，公営企業型地方独立行政法人には適用しない。 

２ 公営企業型地方独立行政法人に係る中期計画においては，第二十六条第二項各号に掲げる事項のほ

か，料金に関する事項について定めるものとする。 

３ 設立団体の長は，公営企業型地方独立行政法人に係る中期計画について，第二十六条第一項の認可

をしようとするときは，あらかじめ，議会の議決を経なければならない。 

 

（利益及び損失の処理の特例） 

第八十四条 公営企業型地方独立行政法人が，毎事業年度，第四十条第一項に規定する残余の額の全部

又は一部を翌事業年度に係る認可中期計画の第二十六条第二項第六号の剰余金の使途に充てる場合に

は，第四十条第三項の規定にかかわらず，設立団体の長の承認を受けることを要しない。 
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（財源措置の特例） 

第八十五条 公営企業型地方独立行政法人の事業の経費のうち，次に掲げるものは，設立団体が負担す

るものとする。 

 一 その性質上当該公営企業型地方独立行政法人の事業の経営に伴う収入をもって充てることが適当

でない経費 

 二 当該公営企業型地方独立行政法人の性質上能率的な経営を行ってもなおその事業の経営に伴う収

入のみをもって充てることが客観的に困難であると認められる経費 

２ 公営企業型地方独立行政法人の事業の経費は，前項の規定により設立団体が負担するものを除き，

原則として当該公営企業型地方独立行政法人の事業の経営に伴う収入をもって充てなければならない。 

 

※参考「地方公営企業法」 

（経費の負担の原則）  

第十七条の二  次に掲げる地方公営企業の経費で政令で定めるものは，地方公共団体の一般会計又は他

の特別会計において，出資，長期の貸付け，負担金の支出その他の方法により負担するものとする。  

一  その性質上当該地方公営企業の経営に伴う収入をもつて充てることが適当でない経費  

二  当該地方公営企業の性質上能率的な経営を行なつてもなおその経営に伴う収入のみをもつて充て

ることが客観的に困難であると認められる経費  

２  地方公営企業の特別会計においては，その経費は，前項の規定により地方公共団体の一般会計又は

他の特別会計において負担するものを除き，当該地方公営企業の経営に伴う収入をもつて充てなけれ

ばならない。  
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※ 用語解説 
 
 
注１ 地域医療支援病院 

かかりつけ医からの紹介患者に対する医療提供や地域における救急医療の確保，医

療従事者に対する研修，医療機器等の共同利用の実施等を通して，かかりつけ医等

を支援する病院。 

 

注 2 PICU（小児集中治療室） 

     一時的に生命が危険な状態にある，またはそのような状態が切迫している小児患者

を集中的に管理・治療する設備。 

 

 

注３ NICU（新生児集中治療管理室） 

     超低出生体重児をはじめ，低出生体重児や疾患のある新生児を集中的に管理・治療

する設備。施設要件として，常時医師が専従していることや患者数に対する床面積，

バイオクリーンルームの設置などが求められている。 

 

注４ 紹介率 

他の医療機関からの紹介で来院した患者の割合を示す指標で，他の医療機関とどの

程度連携しているかの目安となる。 

紹介率＝（紹介患者数＋救急患者数）／初診患者数×１００ 

 

注５ 小児医療 

・小児 1 次医療 

開業医や診療所などが担当する，風邪や腹痛など，日ごろよくかかる病気のための

身近な医療。 

・小児 2 次医療 

比較的専門性の高い外来診療や検査，または入院治療を要する疾患を対象とする医

療。 

・小児高度（3 次）医療 

生命が危険な状況にある小児や，集中治療が必要な乳児，低出生体重児等を対象と 

した医療で，高度で先進的な医療。 

 

注６ 周産期医療 

妊娠後期から新生児期早期まで（妊娠満 22 週から生後満 7 日未満まで）の期間の

出産に関する時期を一括した概念を周産期といい，この時期に母体，胎児，新生児

を総合的に管理して母と子の健康を守るための医療。 

 

注７ 逆紹介率 

他の医療機関に患者を紹介した割合を示す指標で，紹介率と同様に他の医療機関と

どの程度連携しているかの目安となる。 

逆紹介率＝他の医療機関への紹介患者数／初診患者数×１００ 

 

注８ バランススコアカード（ＢＳＣ） 

     企業経営のマネジメント手法のひとつ。企業のビジョンとそれを達成するための戦

略を明確にし，「顧客の視点」「業務プロセスの視点」「学習と成長の視点」「財務の

視点」の４つの視点で目標を設定し，各目標の達成度を定量的に測る指標を定め，

戦略実行の進捗を明示的に分析評価する業績管理手法。 
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注９ ジェネリック医薬品（後発医薬品） 

     新薬の独占的販売期間（有効性・安全性を検証する再審査期間及び特許期間）が終

了した後に発売される，新薬と同じ有効成分で効能・効果，用法・用量が同一であ

り，新薬に比べて低価格な医薬品。 

 

注 10 母体・胎児集中治療管理室（MFICU） 

合併症妊娠，重症妊娠中毒症，胎児異常等，母体または児におけるハイリスク分娩

に対応するため，分娩監視装置，呼吸循環モニター，超音波診断装置，人工呼吸器

などの機器を備え，主として産科のスタッフが 24 時間体制で治療を行う設備。 

 

注 11 PFI（Private Finance Initiative） 

施設整備と公共サービスの提供を包括的に委託する手法。一般的に設計から建設，

維持管理までを一貫して委託することにより，施設の使いやすさが向上するととも

に，ライフサイクルコストの縮減が図れる。また，民間的な発想を取り入れること

により公共サービスの向上を図ることができる。 

 


